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1　はじめに
　近年、わが国の流通システムは大きく変化している。特に、1990年代初頭にいわゆる日本的取引慣行
として欧米諸国から批判された流通にかかわる取引制度は、1990年代から現在に至るまでの間に、大き
く変化している。例えば、加工食品や日用雑貨品のメーカーは1990年代頃から取引制度の見直しを行う
ようになってきた。
　いくつかの業界において、なぜ取引制度の見直しがなされてきたのであろうか。かつて、日本的取引
慣行は欧米諸国から閉鎖的で不透明と批判され、また非効率的ともいわれたが、そのような取引制度の
改定は、非効率だったものを改めたという解釈が正しいのであろうか。当時、わが国の研究者の間では、
日本的取引慣行は必ずしも非効率とはいえず、わが国の流通システムの事情を考えれば、むしろ効率的
だとする主張も少なくなかったが、そういった議論は一体何だったのであろうか。
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そもそも、人々の間で普及している諸制度一っひとっを別々に取り上げて、それぞれの制度の効率性に
ついて云々することには無理があるのかもしれない。例えば、制度をNash均衡として考え、複数均衡の
存在、制度間における補完性（制度的補完性）を重視する比較制度分析の論者たちは、このような考え
方に否定的である1。
　本稿もまた、複数均衡の存在および制度的補完性の存在を前提に議論したいと考えている。ただ、取引
制度だけでなく、流通チャネルにおける組織間関係の構造的特質（チャネル・メンバーの特質や機能分担
のあり様など〉も同時に扱いたいと考えている。というのも、わが国の流通システムにおいて起きている
変化のいくつかは、取引制度と組織間関係の構造的特質の変化を伴っていると思われるからである。
　さて、本稿の問題意識を簡単に述べれば、従来の系列化されたチャネル（以下、系列チャネル）が脱
系列化の方向に動いていて、それをどのように理論的に説明することができるのかということである。
そこで、本稿はまず、流通チャネルにおける組織間関係の構造を捉える枠組みを提示する。この枠組み
は近年のアーキテクチャに関する諸研究をベースにしている。
　次に、その枠組みを用いて、わが国の加工食品および日用雑貨品の業界における取引制度の改定とチ
ャネル関係の構造的変化について論じる。また、そのような変化の背景にある諸要因について考えるこ
とにする。
2　流通チャネルにおける組織関係の捉え方
　2．1　日本型の組織間関係のゆらぎ
　従来、わが国の消費財メーカーは、自社製品の販売窓口の拡大および安定的な販売網の確保を重視し
てきた。安定的な販売網を構築するために、いわゆる流通系列化を進め、卸売業者や小売業者を自社製
品の販売拠点として囲い込んできた。また、崔［1998］の松下電器産業の流通系列化に関する研究にお
いて指摘されているように、流通系列化にはメーカーによる市場支配的な側面とともに、メーカーと流
通業者との共存共栄精神が混在していた。わが国の流通における組織間関係は、その閉鎖性とともに強
い結びつきといったものによって特徴づけられることが多かった。
　Dore［1983］とSako［1992］は、日本型の組織間関係を長期的で互恵的な相互信頼の関係、っまり「善
意に基づく信頼関係」（goodwill　trust）として特徴づけている。また、　Sako［1992］は、「距離をおいた契
約関係」（the　arm’s　length　contractual　relation：ACR）と「義務的契約関係」（the　obligatiQnal
contractual　relation：OCR）という概念を提示し、前者を英米型の組織間関係の特徴、後者を日本型の
組織間関係の特徴として示した。
　市場取引はしばしば、「距離をおいた」（arm’s　Length）という言葉によって特徴づけられることがある
が、そういった意味では、英米型の組織間関係は市場取引の形態に類似したものである。一方、この日
本型の組織間関係は市場取引の形態とは異なったものになっている。
1比較制度分析については、青木［1995］、青木・奥野［1996］、Aoki［2001］などを参照のこと。
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図表1　ネットワークの構造特性、信頼、組織間学習
ネットワークの構造特性
弱い紐帯の開放的
ネットワーク
強い紐帯の凝集的
ネットワーク
信頼の特質 能力的信頼の発達 意図的信頼の発達
組織間での情報交換
の心理的契約
多数の他者との普遍的
な成果志向の情報交換
に積極的協力
限定された他者との互
恵性志向の個別的な情
報共有に積極的協力
組織間学習の成果 革新的な形式知の移転に成果
同質的な暗黙知の
移転に成果
出所：若林［2006］p．127．
　Coase［1937］は、市場も企業組織も資源配分の調整のための代替的な制度として考えた。その後、
Williamson［1975，1985，1996］によって定式化された取引費用経済学は、市場と企業組織、さらには
その中間形態であるハイブリッド・モード（中間組織）を代替的な取引統治形態とし、その選択問題を
取り扱っている。我々は市場と企業組織を両極にしたスペクトラムを描くことができるが、その中間に
はさまざまな取引形態（いわゆる中間組織）を認識することができる2。
　そのさまざまな中間組織の形態の差異を描写する一つの方法として、社会的ネットワークや信頼など
の構造に着目することは有効である。経済学の想定する1回限りのスポット取引は企業間ではあまり考
えられないので、ほとんどの組織間関係は中間組織である。先ほどのSako［1992］による英米型の組織
間関係と日本型の組織間関係の分類を用いるならば、中間組織の中でも、市場取引（スポット取引）に
近い英米型、企業組織に近い日本型といった表現に置き換えることができるかもしれない。
　若林［2006］においては、図表1にあるように、2っの社会的ネットワークの構造パターンが提示され、
その社会的ネットワークの構造と、信頼の特質、情報交換のあり様、組織間学習のあり様などとの関係
がまとめられている。日本型の組織間関係は強い紐帯の凝集的ネットワークとして特徴づけられるので
あるが、図表1にしたがえば、その日本型の組織間関係においては、意図的信頼が醸成され、閉ざされ
た個別的な情報共有が促され、同質的な暗黙知の移転に優れた関係が作り出されることになる。
2市場と企業組織の中間にあるさまざまな取引形態については、例えばWebster［1992］を参照のこと。
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　日本型の組織間関係に関する研究の多くは、メーカーとサプライヤーとの関係に焦点を当てたものが
多い。Dore［1983］、　Sako［1992］、若林［2006］などの研究も、主としてメーカーとサプライヤーとの
関係に着目したものである。しかし、これら企業間における社会的ネットワークに関する議論は、流通
系列についても当てはまる。
　例えば、松下電器産業の流通系列化の根底には、もちろん市場支配的な意図はあるが、一方で創業者
である松下幸之助氏が強調した流通業者との共存共栄精神や相互信頼があり、それがチャネル・メンバ
ー間における固い結束力を生み出したという（崔［1998］p．　52）。実は、この松下の流通系列化は「花椿
会」の仕組みなど、資生堂のチャネル戦略を参考にしており、資生堂はメーカーから消費者に至る一貫
した販売体制を組織するにあたって、流通業者との共存共栄主義などを掲げていた（住谷［2000］p．71）。
また、花王が自社製品のみを扱う販売会社（以下、販社）を卸売業者とともに設立しはじめた頃、ライ
オンが、強い卸店、強い商品、強い結びっき、という3っの側面を強化する三強政策を打ち出している。
やはり、それも既存の卸売業者との継続的取引を前提としながら共存共栄を図るという主旨のものであ
った（佐々木［2000］pp．176－177）。すべてのチャネル関係において、このように共存共栄主義があった
ということを確かめることはできないが、わが国のメーカーと流通業者との間における相互信頼や強い
結びつきはあったように思われる。
　また、流通系列化が進められたチャネルにおいて、強い結びっきがあったことは、いくつかの取引制
度に着目することによって推測することができる。例えば、流通系列化の手法として、流通業者に対し
て競合ブランドの製品を扱わない専売店となることを要求する見返りに、流通業者間の競争を抑制する
ために流通業者の販売地域を限定するテリトリー制が導入されることがある。これはある意味互恵的な
契約条項として解釈することができるが、専売店制やテリトリー制のような、自らを取引関係に拘束す
るような制度の導入は、強い結束力を醸成するという研究がある。
　Anderson　and　Weitz［1992］およびFein　and　Anderson［1997］などによれば、自らを関係に束縛する
ような行動（プレッジ：pledge）は、自らが安定的な関係維持への意志（コミットメント：commitment）
をもっているという強いシグナルになるということである3。また、自らを関係に束縛する行動としては、
Williamson［1979］のいう取引特定的投資（transaction－specific　investments）、専売店制のように取り扱い
ブランドの制限やテリトリー制限があるということである。専売店制は、流通業者の取り扱いブランド
を制限することになるので、流通業者を関係に束縛させ、テリトリー制は、メーカーにとっては特定の
テリトリーにおける取引相手を制限することになるので、メーカーを当該取引関係に束縛することにな
る。
　以上のように、流通系列化によって作り出される組織間関係は、閉鎖性、強い結束、継続性などとい
った特徴をもっていると考えられる。これは、若林［2006］よって提示されている図表1における強い
紐帯の凝集的ネットワークに類似したものとして考えることができる。
3ちなみに、Anderson　and　Weitz［1992］において、プレッジは、善意（good　faith）を表明するような、また自らを
関係に束縛するような行動と定義され、コミットメントは、安定した関係を展開しようとする欲求、関係維持のた
めに短期的な犠牲を払おうとする意志、関係の安定性への確信と定義されている。
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　さて、脱系列化などと表現されることもあるが、若林［2006］は日本型の組織間関係における変質に
ついて分析している。わが国の流通システムにおいても脱系列化の潮流は見られる。本稿の目的は流通
におけるこのような変化を分析することにある。わが国における組織間関係の変質に対する基本的な考
えは若林［2006］と同じだと思われるが、これらの構造的変化の説明をアーキテクチャに関する諸研究
をベースにして行いたいと考えている。
　2．2流通チャネルのアーキテクチャ
　組織間関係の構造を捉えるために、社会的ネットワークに着目することは一つの方法であるが、別の
方法として、近年、経済学および経営学の研究者によって注目されているアーキテクチャの概念を用い
ることは有効であるように思われる。ここでは、國領［1999］や藤本［2001］などにおけるアーキテク
チャに関する議論をベースにして、流通チャネルのアーキテクチャを捉えるための3つの次元を提示す
る。3つの次元とは、モジュラー型とインテグラル型（構成要素間の相互依存性の程度）、取引関係の開
閉、取引条件の標準・非標準といった次元である。
　モジュラー型とインテグラル型
　アーキテクチャは製品や組織のデザインにかかわる問題である。アーキテクチャに関する先駆的な論
稿であるSimon［1962］においては、階層性（hierarchy）が複雑なシステムの組織原理であり、複雑なシ
ステムは、相互連関し、入れ子状に存在する下位システムから成り立つと述べられている。Simon［1962］
における階層性とは、権限関係を意味しているのではなく、相互作用しある程度独立した部分（下位シ
ステム）から成り立ち、その下位システムが入れ子状に配列されている構造を指す。彼は、準分解可能
システム（near｝y　decomposable　system）という概念を提示し、そのようなシステムにおける下位システム
間の相互依存性は弱く、ある程度の独立性が保たれ、必要とされる調整のレベルが低くなるようにデザ
インされていると述べている。
　Simon［1962］は、その後のモジュール化に関する議論、例えばBaldwin　and　Clark［2000］などの製
品デザインにおけるモジュール化の有効性に関する研究に影響を与えているといえよう。もっとも、こ
こで確認すべきことは、モジュール化だけが製品デザインの唯一の方法ではないということである。製
品アーキテクチャは機能と構成要素（部品）との間の関係の複雑性または相互依存性によってモジュラ
ー・ Aーキテクチャとインテグラル・アーキテクチャというように分類される（Ulrich［1995］、藤本
［2001］）。本稿は、製品アーキテクチャに関するものではないが、製品アーキテクチャの考え方は、組織
デザイン、さらには流通チャネルの構造を見るための一つの視角を与えてくる。
　Simon［1962］は、彼のアーキテクチャに関する議論が、製品に限ったものではなく、複雑なシステム
ー般に通じる原理であると述べている。そういったことからも、製品アーキテクチャに関するモジュラ
ー型とインテグラル型という分類も組織または組織間関係にも適応可能であることが分かる。ただ、チ
ャネル関係の議論に応用する前に、製品アーキテクチャにっいてある程度理解する必要があるので、ま
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ず製品アーキテクチャについて簡単に述べることにする。
　製品アーキテクチャにおけるモジュラー・アーキテクチャとインテグラル・アーキテクチャの区別は、
構成要素間の相互作用のあり様や相互依存性に基づいているようである。図表2に図示されているが、
パソコンのように部品とそれが果たす機能が1対1の関係になっている場合、各部品の間における相互
依存性は低く、部品間の調整があまり必要とされないが、自動車のように多対多のような場合、部品間
の相互依存性が高く、高水準の調整が必要となる4。前者がモジュラー型であり、後者がインテグラル型
である（Ulrich［1995］、藤本［2001］）。
　この製品アーキテクチャの考え方をベースにして、流通チャネルのアーキテクチャを考えてみる。流
通チャネルのアーキテクチャという場合、部品を活動主体である流通機関に置き換えることによって、
製品アーキテクチャの考えを応用できる。図表2の部品を流通機関に置き換えるわけであるから、イン
テグラル型のチャネルとは、各流通機関とそれぞれが果たす機能との関係が錯綜していることになろう。
一方、モジュラー型のチャネルは、その関係がシンプルな関係になっているものであろう。
　例えば、メーカーの営業担当と卸売業者の双方が小売業者への販売にかかわる活動を行うなど、流通
機関と機能との関係が重複しているようなものは、インテグラル型のチャネルとなる。モジュラー型の
チャネルの場合には、同じ機能を複数の機関が担うということはないことになる。つまり、流通機関そ
れぞれが独立性を保っていて、例えば卸売業者がメーカーとの密接な関係も持たないようなチャネルで
ある。
図表2製品アーキテクチャの類型
モジュラー・アーキテクチャ
　　　　（パソコン）
〈機能〉　　　　　　　〈部品〉
インテグラル・アーキテクチャ
　　　　　（自動車）
〈機能〉　　　　　　　〈部品〉
演算・制御 CPU
記憶 ハードデイスク
表示 ディスプレイ
駆動 エンジン
制動 ブレーキ
操舵 サスペンション
走行安定維持 ボディ
出所：Ulrich［1995］pp．421－422の図2と図3を参考に筆者作成。
4自動車において、それぞれの部品は複数の機能を果たす。例えば、サスペンションは走行安定維持だけでなく、駆
動、制動、操舵においても重要な役割を果たす。他の部品に関しても同様である。このように部品と機能との関係
　が錯綜していると、一つの部品の変更は別の部品の変更を必要とする。藤本［2001］のいう「擦合せ」が各部品間
　において必要となろう。
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　流通チャネルのいわばモジュール化は、商業分化（商業における専門化）の進展と関連づけてもよい
と思われる。つまり、モジュラー型のチャネルにおいては、専門化が進み、それぞれの機能に特化する
ような専門業者が存在していると考えられる。モジュラー型のチャネルに関してさらに重要なことは、
流通機関それぞれが独立性を保っていることであり、各機関は自らの機能を遂行するにあたって、他の
機関との高水準の調整を必要としないということである。
　一方、インテグラル型のチャネルはこの逆となる。系列チャネルのように、メーカーと流通業者との
間の企業境界が曖昧で、機能の重複などが見られる。メーカーと流通業者の間における密な調整が見ら
れるのもその特徴となる。例えば、系列チャネルのメーカーは流通業者に支援などを行う代わりに彼ら
にメーカーのチャネル政策にしたがった行動を求めてきたし、リベートなど、何らかの形でインセンテ
ィブを提供することによって、流通業者の行動をコントロールおよび調整してきた。
　取引関係の開放性と閉鎖性
　藤本［2001］は、モジュラーかインテグラルかという次元とともに、オープンかクローズかという次
元で製品アーキテクチャを分類している。藤本［2001］や國領［1999］などによると、この次元はイン
ターフェースにかかわる問題であり、オープン・アーキテクチャとは、社会的に共有されている標準的
なインターフェース設計ルールによって構成要素が繋がれており、インターフェースは特定の企業内に
閉じておらず開いている。そして、クローズ・アーキテクチャはその逆で、インターフェース設計ルー
ルが1社に閉じているものを指す。
　このインターフェースの問題は、それが標準的なルールに基づいているか否か、そして外部に対して
開いているか閉じているかという問題を扱っている。流通チャネルにおける組織間関係について考える
場合、取引関係の開閉の問題と取引条件の標準化と非標準化の問題がこれにかかわってくると思われる。
ここでは、オープンかクローズかという1つの次元にまとめずに、このように2つの次元に分けること
にする。
　まず、取引関係の開閉の次元である。これは前述した取引制度の専売店制やテリトリー制に主として
かかわる問題である。これらの取引制度は、前述のように、取引相手を制限する制度であるといえよう。
こういった取引制度は垂直的取引制限とも呼ばれる。垂直的取引制限の中には、再販売価格維持契約の
ような価格制限以外に、これらのような非価格制限もある。その中には、専売店制やテリトリー制以外
に、小売業者が取引できる卸売業者を特定の業者に制限する一店一帳合制も含まれる。
　加工食品および日用雑貨品の業界においては、従来から、メーカーは基本的に取引相手を特約店また
は代理店5として販売契約を結んだ卸売業者に限定してきた。ちなみに、このように特約店制または代理
店制と呼ばれているやり方以外に、家電メーカーや花王のように、メーカーが100％出資もしくは卸売業
者との合弁で、自社製品のみを扱う販社を設立するやり方がある。それは、販社制と呼ばれる。
　ちなみに、特約店や代理店は、販社とは異なり、一般的に複数のメーカーの製品を扱っている。そう
5一般的に、加工食品業界においては特約店、日用雑貨品業界においては代理店というように呼び名が異なる。
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いった意味では、販社制に比べて特約店制や代理店制は取引関係の閉鎖性は弱いといえる。また、テリ
トリーの制限に関しても、比較的緩やかであることが多い。つまり、販社制は比較的取引関係の閉鎖性
が強く、特約店制や代理店制の場合はそれに比しては弱いということになる。このように業界によって、
または同じ業界でもメーカーによって、取引関係の閉鎖性の度合に差はあるが、いずれにせよ、取引関
係の閉鎖性は従来のわが国のチャネル関係の特質として、さまざまなチャネルにおいて見られる。
　取引条件の標準化と非標準化
　取引条件は、組織間関係におけるインターフェースのルールにかかわる問題である。モジュール化の
議論が教えてくれるように、インターフェースのルールを標準化するということも一つの方法であるが、
標準化しないということも一つの方法である。わが国の消費財メーカーは、従来、流通業者をコントロ
ールするためにさまざまな複雑なリベートを用いてきた。この複雑なリベート体系は「取引条件の非標
準化」を象徴するものであり、これは流通業者に対して個別に対応するということを意味していた（住
谷［2000］p．54）。こうした個別対応は組織間の微調整を可能にする。藤本［2001］のいう複雑な「擦合
せ」が、メーカーと流通業者との関係において行われているという解釈ができる。
　リベート制には、価格体系維持を補助する役割6、そして流通業者に対するインセンティブとしての役
割がよく指摘される。根本［2004］は、リベート、販売手数料、割引など多くの伝統的な補完的価格制
度を詳細に紹介しており、その論稿からわが国の流通システムの複雑性を窺い知ることができる。
　例えば加工食品や日用雑貨品の流通チャネルには、卸売業者といっても特約店や代理店などの一次卸
以外に、二次卸なども含まれることが多い。チャネル構造は複合的で、特約店や代理店から二次卸を経
由して小売業者に販売されることもあれば、特約店や代理店から小売業者に直接販売されることもある。
その場合、二次卸を経由するときも、しないときも、同じ価格で小売業者に販売されるように調整が必
要となり、帳合手数料（二次店帳合料や二次卸店管理料）7などと呼ばれる制度が必要となる。これは補
完的価格制度の一例であり、これ以外にさまざまな割引やリベートが存在してきた8。リベートなどの複
雑性は企業間における調整の複雑性や非標準性を反映しているといえる。
　ちなみに、リベート体系の複雑性は、流通業者の果たす役割の多様性の表れかもしれない。メーカー
と流通業者間において、流通サービスの取引というものが行われていると考え、マージンやりべ一トは
6わが国のいくつかの業界においては、いわゆる建値制と呼ばれる制度が存在してきた。例えば、加工食品や日用雑
　貨品などの最寄品の流通においては、メーカーが、小売価格、卸売価格、生産者出荷価格などを事前に提示する形
　になっていた。それは、希望小売価格をべ一スにして、その何割掛けという形で流通の各段階の価格が設定される
垂直的価格体系である（渡辺［1997］p．123）。
　建値制は、メーカーの望む価格体系を流通業者に対して単に提示するだけの制度である。再販商品としての指定を
受けなければ、再販売価格の拘束は独占禁止法上、原則違法だからである。つまり、価格体系を提示すだけなので
建値制の拘束力は脆弱であり、小売段階での競争の激化、川上への突き上げなどにより、建値を堅持することは困
難となる。そこで、リベートが価格体系維持を補助する役割を果たした。
7帳合手数料については、根本［2004］pp．42－43を参照のこと。
8このことは、外資についても例外ではなかった。『日経ビジネス』（2000年11月13日号）では、1990年代における
プロクター・アンド・ギャンブル・ファー・イースト・インク（P＆GFE）の一連の取引制度の改革を指揮したR．　A．
マクドナルド社長の皮肉まじりの言葉とともに、当時、同社が用いていたリベート制などについて次のように説明
　されている。「『私が来日した1995年当時のP＆GFEは、日本企業以上に日本的だった』。マクドナルド社長はこう振
　り返る。競合品に対する製品の優位性は失われ、それを補うために卸売業や小売業に対して36種類もの名目でリベ
ートや報奨金を支払っていた」と。
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その対価であると考える場合9、対価であるリベートなどの複雑性は、流通業者の果たす役割の多様性を
意味することになろう。
　一方、標準化された取引条件というインターフェースを考えることができる。標準化された取引条件
とは何かと考えるとき、市場取引のルールが思い浮かぶはずである。市場経済における組織間のインタ
ーフェースはいわば価格メカニズムである。そして、市場経済において、商人の受け取る報酬は従来か
ら売買差益であった。それが、市場経済における標準的なルールである。つまり、流通チャネルにおけ
る標準的な取引条件とは、流通業者の報酬を基本的に売買差益とし、複雑なリベート体系のないような
ことを意味する。
3　チャネル関係の構造的変化とその動因
　3．1　メーカーによる取引制度の改定とチャネル関係の構造的変化
　前節において、アーキテクチャの3つの次元を提示した。3つの次元それぞれに2つの選択肢があると
しているので、8つの組み合わせのパターンが存在することになる。しかし、ここでは図表3にあるよう
に2つのパターンに集約できると考えている。つまり、インテグラルー閉鎖的一非標準化のアーキテク
チャのパターンとモジュラー一開放的一標準化のアーキテクチャのパターンである。前者は、従来の系
列チャネルの構造的特質を示すものであると考えられる。後者は、近年、いくつかの業界で見られるチ
ャネル関係の構造的変化の向かっている方向を示していると思われる。あえて名前をつけるのであれば、
前者が系列チャネルであり、後者は脱系列チャネルということになる。
9経済学者はメーカーと流通業者との間では、流通サービスの取引が行われていると考える傾向にある。つまり、流
通業者はメーカーのために製品の販売やアフターサービスを代行し、その対価としてマージンやりべ一トを受け取
　ると考えるのである。伊藤・松島・柳川［199i］は、再販売価格維持行為とリベートを「外部効果の市場化」の問
題として理解しているが、それは基本的には流通サービスの取引を意味していると思われる。
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図表3　チャネル関係の構造的変化
取引関係
の開放性
　　　　　　　系列
雛倭チャネ・レ
脱系烈・’
…チヤネ’ノレ
身／モジュラー
インテグラル
取引条件の　　取引条件の
非標準化　　　標準化
　従来の日本型の系列チャネルの構造的特質については、前節の流通チャネルのアーキテクチャに関す
る説明の中で述べてきた。ここでは、いくつかの業界におけるチャネル関係の変化、つまり系列チャネ
ルから脱系列チャネルへの変化にっいて扱うことにする。1990年代から加工食品や日用雑貨品の業界に
おいてメーカーが行ってきた取引制度の見直しと関連づけながら、その変化について考えることにする。
したがって、取引制度に関連した取引関係や取引条件の次元に関する議論からはじめることにする。
　1990年代以降、加工食品および日用雑貨品の業界において、メーカーによる取引制度の見直しが進め
られてきた。基本的にはどのメーカーも取引条件の簡素化や透明化を目指している。リベートの体系の
単純化もしくは廃止への動きが見られる。また、特約店・代理店の販売エリア規制の緩和もしくは撤廃
に伴い、二次卸が介在することによる制度的処遇である帳合手数料を廃止したメーカーもある1°。
　ライオンは取引制度の見直しを業界に先駆けて1991年に、第1回目の改定を行っている。それは当該
業界に大きな影響を与えた。図表4は、1991年にライオンが行った取引制度の改定の前と後の価格体系
を示している11。この図からも明らかなように、卸売業者の収入は売買差益が中心になっている。
1° ﾁ工食品や日用雑貨品のメーカーの取引制度の見直しについては、根本［2004］において詳細にまとめられている
　ので、それを参照されたい。
11}表4において、基本手数料は、ライオンと直接取引きする卸売業者に共通して適用されるものである。この基本
　手数料と現金決済を促す現金割引は、すでに卸売業者の実質マージンに組み込まれており、事務処理も請求時即引
　きになっていた。目標達成リベートは、期間販売契約達成のりべ一トであり、後払いのものである（根本［2004］
　pp．73－74）。
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図表4　ライオンの取引制度改定（1991）による価格体系の変化
旧価格体系
卸売業者の売買差益（2％）
基本手数料（5％）
現金引き（3％）
目標達成リベート
@　（最高3％）
数量引き／配荷補助料
@　　（最高3％）
希望小売価格
希望卸売価格
生販価格
ネット生販価
新価格体系??????
卸売業者の売買差益
配送曜日指定引き（1％）
数量引き（最高2％）
原出所：古賀［1991］p．10の図表3をべ一スとするが、括弧書きの割引率は、根本［2004］が行った別のヒアリ
　　　ング情報によるものである。
出所：根本［2004］p．74．
　前述したが、市場経済における組織間のインターフェー．．スはいわば価格メカニズムであり、商人の収
入が売買差益であるということは、市場経済における標準的なルールである。そういった意味では、ラ
イオンの取引制度の改定は、メーカーによる複雑な調整から価格メカニズムによる調整により近づいて
いったことを意味していた。他のメーカーも同様に、リベートを廃止・簡素化し、基本的に卸売業者の
収入を売買差益とするように、取引制度を改定してきた。こういった変化は、非標準的な取引条件（個
別対応）から標準化された取引条件への移行として解釈できる。
　次に、取引関係の閉鎖性と開放性についてである。これに関連した特約店制や代理店制については、
リベート制などのような大きな変化はあまり見られない。そのような中、特約店制や代理店制の廃止に
二の足を踏む国内メーカーに対して、ドラスティックな取引制度の見直しを行ったのは、外国資本のメ
ーカーであった。プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン（以下、P＆Gジャパン）やユニリーバ・
ジャパン12は既に代理店制を廃止し、取引基準を満たせば従来の二次卸でも小売業者でも直接取引を行
うようにしている。
12これらは現在の社名で、取引制度の改定を行った当時の社名は、それぞれ、プロクター・アンド・ギャンブル・フ
　ァー・イースト・インク、日本リーバである。
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　ただ注意すべきことは、メーカーと小売業者との直接取引をあまり強調すべきではないということで
ある。実際、P＆Gジャパンにおいて小売業者との直接取引はそれほど進んでいない13。ここで重要なこ
とは、代理店制を廃止することによって取引関係を開放的にしている点であり、またメニュー・プライ
シングと呼ばれる価格体系を小売業者にまでオープンにするなど、取引条件をよりオープンにしている
点である。
　最後に、インテグラル型からモジュラー型への移行にっいてである。この変化については、図表5に
よって説明する方が分かり易い。この図は、流通論においては商物分離として述べられてきたものにさ
らに情報流の分離を加えたもので、いわゆる中間流通における機能の分離を示した概念図である。従来、
卸売業者が商流・物流・情報流にかかわる要となる機能を果たしていたものが、情報専門業者や物流業
者などの専門業者によって卸売業者の活動範囲が侵食されるようになっている傾向を示している。もち
ろん、業界によってこの傾向が見られるところとそうでないところがある。本稿が対象としている加工
食品や日用雑貨品の業界において見られる傾向である。
図表5商流・物流・情報流の分離
物流業者
???……?
?
?
?
?
?
???????
?
?
?
?
?
L
卸売業者
????
???ー??????．?????
???
＜←一一：商流
＜一一・一：情報流
←一：物流
出所：國領［1999］p．27の図1．1を一部変更。
132006年6月15日、プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社、営業統括本部カスタマー・ロジスティ
　クス・マネージャーの伊藤誠氏への聞き取り調査による。
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　モジュラー型のチャネルにおいては、機能分担が比較的細分化され、流通機関の間に機能の重複がなく、
それぞれの機関が緩やかに連結していることになる。また、情報フローに関して、モジュラー型のチャ
ネル関係の情報フローの特徴として、企業間に情報のフィルターまたは仕切りが設けられることが重要
である。企業間でチームを形成して密な人的交流がなされるインテグラル型とは対照的な情報フローと
なろう。
　したがって、交換する情報が受発注や販売データなど、ある意味形式知的な情報が中心で、オンライ
ン・データ交換が企業間におけるコミュニケーションの中心になっているチャネルは、モジュラー型と
解釈できる。もちろん、そのためには情報交換にかかわるプラットフォーム・ビジネス14が発達する必
要があり、モジュラー型のチャネルにおいてはそのようなプラットフォームを提供する企業が発展する
といえよう。実際、加工食品においてはファイネット、日用雑貨品業界においてはプラネットのような
VAN（value・added・network：付加価値通信）の運営会社が発展した。
　3．2　チャネル関係の変化の動因
　これまで、わが国の加工食品および日用雑貨品業界を中心に、チャネル関係の構造的変化について述
べてきた。最後に、このような構造的変化および取引制度の変化をもたらした要因について述べること
にする。チャネル関係の構造的変化や制度的変化のメカニズムに関する詳細な分析ついては、紙幅の関
係上、別稿に譲る他ないが、今後の研究の方向性にっいて若干触れておきたい。
　いくつかのメ・・一一カーによる取引制度の改定の背景としてよく指摘されることは、1980年代後半におけ
る日本的取引慣行に対する欧米諸国からの批判である。日本的取引慣行の閉鎖性や不透明性などが問題
視されたのであった。1989年に開始された日米構造協議において、閉鎖的な日本的取引慣行の改善が議
題の一つとされ、これを受けて、公正取引委員会は1991年に『流通・取引関係に関する独占禁止法上の
指針』を公表し、これが欧米諸国に受け入れられる流通システムを構築するためのガイドラインとなっ
た。
　確かに、いくつかの業界に見られた取引制度の見直しの動きの背景には、公正取引委員会による問題
のある取引制度に対する独禁法の運用の強化、当時の通産省などの政府当局による日本的取引慣行改善
の働きかけなどがあるかもしれないが、そういった消極的な側面だけでなく、メーカーが能動的に流通
の構造変化へ対応しようとする積極的な側面もあるということを認識する必要がある（渡辺［1997］
P．121）。
　メーカーを取引制度の改定に動かした要因にっいては、さまざまなことが考えられるが、おそらく大
手小売企業の台頭が大きな要因となっているように思われる。リベート制の廃止や簡素化について、住
谷［2000］は、小売段階における上位集中化を主な理由と考え、次のことを指摘している。
　リベートを用いて流通業者をコントロールすることが効果的であるのは、メーカーが交渉上優位な立
場にいることが前提であった。しかし、小売段階における上位集中化などによって、メーカーの交渉力
14プラットフォーム・ビジネスに関しては、國領［1999］を参照のこと。
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が後退したことにより、リベートによる動機づけの有効性が低下した。また、メーカーは、建値制やリ
ベート制などによって、メーカー希望小売価格を基準にして各流通業者のマージンを決め、流通業者の
マージンをある程度保証してきた。しかし、大手小売企業などはメーカー希望小売価格通りに販売せず、
値引きした実勢価格を基準にして一定のマージン率を要求したため、メーカーは自らの出荷価格も結局
下げざるを得ない状況に置かれるようになったということである。こうして価格コントロールのための
リベートも効果が低下してしまった（住谷［2000］p．82－83）。
　生産・流通に関するメーカーの考え方の変化も取引制度の改定と関連していると思われる。流通チャ
ネルのプッシュ型システムからプル型システムへの移行という表現を使ってよいと思われるが且5、近年、
メーカーは、見込みで大量生産し、流通業者に対して割引やリベートなどの手段を用いて自社製品の取
り扱いを動機づけて川下に向かって押し流すという考えを改め、流通の川下における販売データに基づ
いて適切な量を適切なタイミングで生産・流通するという考えをもつようになっている。
　従来のように、流通業者の囲い込みによって安定的な販売網を確保し、それに対して商品を押し流し
ていくというやり方は、確かに、経済成長期には適していたかもしれないが、市場が成熟してくると、
消費者欲求の多様化などによる製品アイテム数の増大、製品のライフサイクルの短縮化などにより、流
通在庫の増大などの問題を引き起こした。そこで、従来のプッシュ型のやり方を見直すようになってい
った。取引制度の改定もこうしたプッシュ型システムからプル型システムへの変更も背後にあるといえ
る。
　プッシュ型システムからプル型システムへの移行により、企業間におけるオンライン・データ交換の
必要性が増した。それと情報技術の発展と相侯って、VAN運営会社のような情報関連のプラットフォーム
を提供する専門業者を登場させた。VAN運営会社の提供するEDI（electronic　data　interchange：電子デー
タ交換）サービスは、取引関係の開放化に大きな影響を与えた。
　一般的に、企業は異なる情報システムを採用している。したがって、企業間でデータ通信を行うには、
通常はプロトコルを統一しておく必要がある。プロトコルに関する標準化が行われていないと、企業は
プロトコルの異なる取引相手それぞれに対応するために、各取引相手専用の端末やソフトウェアなどを
用意しなければならない、いわゆる多端末化の問題に直面することになる。
　もっとも、そのような問題に関して、花王のように専属的な販社をもっているメーカーがその販社と
の間に情報ネットワークを築くことは比較的容易であった。というのも、販社は花王の採用している情
報システムに合わせるだけでよいからである。一方、卸売業者が複数のメーカーと取引を行う場合には、
卸売業者は多端末化の問題に直面する可能性があった。この点についてのみ見れば、以前は、取引関係
が閉鎖的であるほど優位に立つことができたといえる。
　しかし、電気通信事業にかかわる規制緩和が引き金となってVANが登場し、プラネットのようなEDI
サービスを提供する専門業者が出現したことにより、この状況は大きく変わった。情報ネットワーク関
15プル型システムの典型的な例はトヨタのジャスト・イン・タイム方式である。プッシュ型システムとプル型システ
　ムについては、Coughlan　et　aL［2001］pp．509－510などを参照のこと。
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連の専門業者は、多数の企業間におけるオンライン・データ交換を容易にしただけでなく、取引関係の
オープン化への道を開いたといえる。
　同様に、物流に関しても、輸送産業の規制緩和や情報技術の発展など背景として、サード・パーティ・
ロジスティクス（以下、3PL）という専門業者が台頭した。3PLは、物流効率化のためのコンサルティン
グを行い、それに基づいて輸送、保管、荷役、流通加工、情報などを束ねて、有機的で複合的な物流サ
ービスを荷主企業に提供する専門業者である16。
　これらの専門業者は従来のように輸送または保管などの単機能を遂行して卸売業者などを補完すると
いうものではない。3PLのように、これらの専門業者はより総合的なサービスを提供している。前述した
が、それぞれの機能に特化した専門業者の出現は、従来、卸売業者がまとめて行っていた機能領域を大
きく侵食していると思われる。そういった意味では、流通チャネル内においては、今後ますます、企業
間の競争を通じて、機能のアンバンドリングとリバンドリングが行われていく可能性がある。
　このような機能のアンバンドリングやリバンドリングが円滑に行われるためには、取引関係の閉鎖性
や取引条件の非標準化（個別対応）はボトルネックとなるので、取引関係のオープン化と取引条件の標
準化が必要となろう。こういったことも、わが国のメーカーによる取引制度の改定の背景にあると考え
られよう。
　小売段階における上位集中化によるパワー分布の変化、流通における情報ネットワーク化の進展、規
制緩和など、チャネル関係の構造的変化をもたらす要因はいくっかあり、それらが複雑に絡み合ってい
る。何か一つの決定的な要因があるのではない。構造的変化をもたらした背景を簡単に述べてきたが、
それだけでもさまざまな要因が複雑に絡み合って構造的変化を引き起こしていることがわかる。
　最後に、このような構造的変化や制度的変化は、例えば法制度、政治、科学技術などの外部環境要因
の変化によって外生的に生起するものと単純に考えるようよりも、内生的なものとして考えられるべき
であるかもしれない。例えば、取引制度の変化はさらに流通の構造的変化を加速させることもあるかも
しれないし、ある制度の変化が別の制度の変化をもたらすようなこともあろう。比較制度分析の論者た
ちは、制度的補完性、内生的な制度的変化を重視するが、チャネル関係の構造的変化や制度的変化のメ
カニズムに関する分析も必要となろう。
4結びにかえて
　本稿は、わが国におけるチャネル関係の構造的変化や制度的変化にっいて論じてきた。従来から日本
的取引慣行として指摘されてきたものには、建値制、特約店制・代理店制、リベニト制などがあるが、
1990年代頃から、わが国においていくつかのメーカーによって取引制度の見直しが行われてきた。
　このような取引制度の変化は、もっと広くチャネル関係の構造的変化の一環として捉えるべきである
というのが本稿の立場であった。問題はこのような構造的変化をどのように捉えるかということである。
t63PLの定義にっいては、齊藤［2005］pp．6－7による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－263一
46　　1　　2007　10月
そこで、近年注目されてきているアーキテクチャの考えをチャネル関係の分析に適応した。元々、アー
キテクチャの考えは、主として製品などの構造の分析に用いられてきたのであるが、組織の構造、さら
にはチャネル関係の構造の分析にも活用することは可能である。
　ただ、それをチャネル関係に応用する場合、若干の修正が必要である。そこで、チャネル関係の構造
を分析しやすいようにアーキテクチャを3つの次元から分類した。そして、2つのパターンを提示した。
2つのパターンとは、系列チャネル（インテグラルー閉鎖的一非標準化のアーキテクチャのパターン）と
脱系列チャネル（モジュラー一開放的一標準化のアーキテクチャのパターン）である。
　1990年代頃からわが国の加工食品や日用雑貨品業界のいくつかのメーカーによって行われた取引制度
の改定は、上述の系列チャネルから脱系列チャネルへの移行の一側面であるというのが本稿の考えであ
る。取引制度の改定とともに、チャネルの構成メンバーや機能分担のあり様も変化しているのである。
本稿において提示された分析枠組みはこれらすべてを含んでいた。
　最後に、本稿はチャネル関係の変化のメカニズムを捉えるための分析枠組みまでは提示できていない。
これについては別稿に譲る他ないが、ただ、これに関連して重要なことを付記しておく。上述の2つの
構造パターンに優劣はないということである。制度研究においては、制度の優劣ではなく、構造的な諸
特性や諸制度における補完関係に着目することが重要である。したがって、制度変化は、関連する諸制
度を含めてある意味システミックな変化として現れる。チャネル関係の構造的変化もまたシステミック
な変化として現れているようである。このことは、本稿を通じてある程度描写できたのでないかと思わ
れる。
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